
３川監公第１０号 

令和３年８月２６日 

川崎市職員措置請求について（公表） 

令和３年６月３０日付けをもって受理した標記の請求について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づき監査を実施しましたので、請

求人に対する通知文を別紙のとおり公表します。 

川崎市監査委員  寺 岡 章 二     

同        植 村 京 子     



（別紙） 

３川監第４６５号 

令和３年８月２６日 

 ＮＰＯ法人 国民の健康と生活を守る会 

 理事長 金 屋 隼 斗  様 

川崎市監査委員  寺 岡 章 二    

同        植 村 京 子    

川崎市職員措置請求について（通知） 

令和３年６月３０日付けをもって受理した標記の請求について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づき監査を実施しましたので、そ

の結果を次のとおり通知します。 
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監査の結果 

第１ 監査委員の除斥 

本件措置請求において、浅野文直監査委員及び山田晴彦監査委員については、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１９９条の２の規定により除

斥とした。 

第２ 請求の受付 

 １ 請求の内容 

本件措置請求は、別紙１（事実証明書は添付省略）のとおり、市が各務雅彦議員及び

吉沢直美議員に対する違法な支出に充てられた政務活動費の返還請求権を行使するこ

とを怠っていることから、これを行使するよう川崎市長に対し勧告することを求めて

いる。 

２ 請求の受理 

本件措置請求は、所定の要件を具備しているものと認め、令和３年６月３０日付けで

これを受理し、監査対象局を議会局とした。 

第３ 個別外部監査契約に基づく監査が相当であると認めなかった理由 

 １ 個別外部監査制度とは、監査請求の事案が、監査委員が有する専門的知識以外の事

案であり、監査委員が外部の専門家に監査を委託する必要があると判断したときに、

個別外部監査契約に基づく監査によることが相当と認めるものである。 

 ２ 本件措置請求については、財務会計上の行為のうち、財産の管理を怠る事実につい

て主張するものであり、監査委員の有する専門的知識の範囲内であると判断されるこ

とから、監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査を実施することが相

当であるものとは認められない。 

 ３ 監査委員は、常に公正不偏の態度を保持して、監査をしなければならない旨、法第

１９８条の３第１項に規定されていることから、監査委員の中立性は法律により義務

付けられており、その趣旨に沿って努力しているところである。 

 ４ 以上により、本件措置請求は、個別外部監査契約に基づく監査によることが相当で

あるとは認められず、法第２５２条の４３第９項の規定により、法第２４２条第１項

の請求であったものとみなし、監査対象局を議会局として監査を実施することとした。 
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第４ 監査の実施 

 １ 請求人の陳述 

監査の実施に当たり、法第２４２条第７項の規定に基づき、令和３年８月４日、請求

人から陳述の聴取を行った。請求人の陳述の際、同条第８項の規定に基づき、議会局の

職員の立会いがあった。 

請求人が本件措置請求の要旨を補足した内容は、おおむね別紙２のとおりである。 

 ２ 関係人調査 

法第１９９条第８項の規定に基づき、令和３年８月４日、本件措置請求に係る事実関

係の確認のため、関係人調査を行った。 

関係人調査の対象は、各務雅彦議員及び吉沢直美議員とした。 

 ３ 監査対象事項 

本件政務活動費の支出に関して、市長に違法又は不当に財産の管理を怠る事実があ

るかを監査対象とした。 

第５ 監査の結果 

 １ 前提事実の確認等 

関係各資料の調査の結果、本件に関する前提事実は以下のとおりである。 

  (1) 政務活動費について 

ア 概要 

政務活動費は、法第１００条第１４項から第１６項までの規定を根拠とするもの

で、川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例（平成１３年川崎市条例第１１

号。以下「条例」という。）及び川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例施

行規則（平成１３年川崎市規則第１６号。以下「規則」という。）に基づき、会派及

び議員に対し、川崎市議会議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の

一部として交付される。市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充実

し、議会の審議能力の向上、議会の活性化に資することを目的としているものであ

り、川崎市議会が作成した「政務活動費の運用指針（以下「指針」という。）」によ

ると、その使途について市民に説明責任を負うことを認識して、適正に使用するこ

とが求められている。 

また、政務活動費の運用の基本的指針として、次の４点が挙げられている。 

(ｱ) 政務活動について 

普通地方公共団体の議会は、条例の制定及び改廃、予算の決定、重要な契約の
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締結並びに財産の取得及び処分等について議決権を有する。 

さらには、近時の社会情勢の複雑化に伴い、多様化・高度化する地域住民の要

求に応えるための行政施策等に対する迅速かつ適切な審議が求められている。

こうした中、議会の構成員である議員ないし会派には、地方行政等に関する諸

制度、当該地方公共団体の抱える政治的、行政的諸課題、さらには諸外国の動向

等に対する広範な知識が必要とされ、これらについての不断の調査研究等の活

動が不可欠となっており、議員活動の活性化を図るため、要する経費の一部を

政務活動費として交付するものである。 

(ｲ) 実費弁償の原則 

政務活動費は、市政調査研究その他の活動のために、実際に要した費用に充当

する実費弁償を原則とする。 

(ｳ) 按分による支出 

会派及び議員による、「調査研究その他の活動」（政務活動）と、それ以外の

「政党活動」、「選挙活動」、「後援会活動」などが渾然一体となって行われ、調査

研究その他の活動に資する部分が明らかで無い場合は、全額を政務活動費によ

って支出することは不適当であり、他の活動の実績に応じて按分し支出する按

分の考え方を導入すべきものと考える。 

(ｴ) 執行にあたっての原則 

政務活動費の使途については、指針によるほか、会派又は交付対象議員の自律

的な判断に委ねられているため、政務活動費が調査研究その他の活動に資する

ため必要な経費を賄うものであることを踏まえ、会派及び交付対象議員の責任

において適正な執行に努めることとする。 

政務活動費が公金であることから、使途内容についての透明性確保が求めら

れているため、会派又は交付対象議員において市民への説明責任を果たすとと

もに、支出伝票及び政務活動記録票における説明の充実等に努めることとする。 

イ 政務活動費の交付対象と充てることができる経費 

政務活動費の交付対象は、条例第３条では、会派及び当該会派の議員で、議員１

人当たりにおいて①会派に対して月額４５０，０００円又は②会派・議員に対して、

会派に月額５０，０００円、議員に月額４００，０００円のいずれかの選択制とし

て、所属議員数を乗じて得た額を会派に交付するとしている。 

政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例第１０条別表に、次のとお

り規定されている。 

経費の区分 
支出できる経費 

内容 種類 

１ 調査研究費 会派又は交付対象議員が市会場借上料、委託料、講師謝
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の事務、地方行財政等に関し

て調査研究をするのに要する

経費 

礼、食糧費、印刷製本費、消耗

品費、資料購入費、旅費、バス

等借上料、出席負担金等 

２ 研修費 会派又は交付対象議員が研

修会を開催し、又は他の団体

等が開催する研修会に参加す

るのに要する経費 

会場借上料、委託料、講師謝

礼、食糧費、印刷製本費、消耗

品費、資料購入費、旅費、出席

負担金等 

３ 広報・広聴費 会派又は交付対象議員がそ

の活動若しくは市政について

市民に広報し、又は市民の要

望、意見等の聴取若しくは市

民相談を行うのに要する経費

会場借上料、印刷製本費、ホー

ムページ等製作費、食糧費、送

料、旅費等 

４ 要請・陳情活

動費 

会派又は交付対象議員が国

等に対する要請又は陳情の活

動を行うのに要する経費 

印刷製本費、旅費等 

５ 会議費 会派又は交付対象議員が各

種会議を開催し、又は他の団

体等が開催する意見交換会等

各種会議に参加するのに要す

る経費 

会場借上料、委託料、食糧費、

印刷製本費、消耗品費、資料購

入費、旅費、出席負担金等 

６ 資料費 会派又は交付対象議員がそ

の活動に必要とする資料を購

入し、若しくは利用し、又は

作成するのに要する経費 

印刷製本費、委託料、図書雑誌

購入費、新聞購読料、データベ

ース利用料等 

７ 人件費 会派又は交付対象議員がそ

の活動の補助者を雇用するの

に要する経費 

報酬・日当、交通費、社会保険

料等 

８ 事務費 会派又は交付対象議員がそ

の活動に係る事務を処理する

のに要する経費 

消耗品費、事務機器・備品等賃

借料、事務機器・備品等購入

費、電話料、送料等 

９ 事務所費 会派又は交付対象議員がそ

の活動に必要な事務所の設置

及び管理に要する経費 

事務所賃借料、維持管理費等

ウ 交付等の事務手続の流れ 



5 

(ｱ) 交付申請手続（条例第５条第１項） 

政務活動費の交付を受けようとするときは、会派の代表者及び交付対象議員

は、年度当初に議長を経由して市長に申請する。 

(ｲ) 交付決定（条例第５条第２項） 

市長は、交付申請があったときは、その内容を審査し、交付の決定をしたとき

は、議長を経由して会派の代表者又は交付対象議員に通知する。 

(ｳ) 支出請求（規則第３条、第８条） 

会派の代表者及び交付対象議員は、毎月政務活動費の請求を行う。政務活動費

は毎月１０日に交付される。 

(ｴ) 政務活動費の活用、整理・調製（条例第９条、指針） 

政務活動費の交付を受けている会派は、政務活動費に関する経理を的確に処

理するため、所属議員の中から経理責任者１人を置かなければならない。また、

交付対象議員は、交付を受けた政務活動費の経理を的確に処理しなければなら

ない。政務活動費を活用する際には、支出伝票の作成、領収書等整理（支出伝票

に貼付等）、会計帳簿の記帳等を行う。また、四半期ごとに支出伝票、領収書等、

会計帳簿等の整理・調製を行う。 

(ｵ) 収支報告書等の提出（条例第１１条、指針） 

会派の代表者及び交付対象議員は、交付翌年度の４月３０日までに、交付に係

る収入及び支出について議長に報告する。この場合、収支報告書のほか、支出伝

票一覧表（写し）、支出伝票（写し）、領収書等（写し）、政務活動記録票（写し）

等を提出する。議長はこれらの提出があったときは、速やかにその写しを市長

に提出する。 

(ｶ) 剰余金の返還（条例第１２条、規則第１１条） 

交付された政務活動費に剰余金が生じた場合、会派の代表者及び交付対象議

員は、市長の発行する納付書により、速やかに返還を行う。 

(ｷ) 議会局による点検・確認作業、閲覧準備等（指針） 

議会局は、会派の代表者又は交付対象議員から提出された収支報告書等を閲

覧に供するに当たり、記載・押印漏れ、添付書類の不備、費用弁償との重複、按

分率等の説明漏れ及び合計額等の確認などの形式的要件の確認を行うとともに、

個人情報のマスキングを行う。 

(ｸ) 収支報告書等の閲覧（条例第１５条、規則第１４条） 

議長は、交付翌年度の６月３０日から収支報告書等を一般の閲覧に供する。 

(ｹ) 関係帳簿の保管（規則第９条、指針） 

会派の経理責任者及び交付対象議員は、収支報告書、支出伝票一覧表、支出伝

票、領収書等、会計帳簿関係書類、事務所台帳等を収支報告書提出日の属する年
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度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管する。 

(2) 各議員による支出について 

請求人が対象としている令和元年度の政務活動費の支出は、次のとおりである。 

ア 各務雅彦議員（以下「各務議員」という。） 

広報・広聴費として、プランエム（以下「Ａ社」という。）に対し、令和２年３

月３０日付け、同月３１日付けで合計１，１００，５５０円を支出した。 

イ 吉沢直美議員（以下「吉沢議員」という。） 

広報・広聴費として、Ａ社に対し、令和２年３月２４日付け、同月２８日付け

で合計５５６，８８０円を支出した。 

２ 監査委員の判断 

(1) 政務活動費の性格について 

法第１００条第１４項では、「普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、

その議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、そ

の議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付することができる」とし、

条例第２条では、「会派（所属議員が１人である場合を含む。以下同じ。）及び議員

は、政務活動費の交付が、市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充

実し、議会の活性化に資することを目的としていることを認識し、政務活動費を適

正に使用しなければならない」としている。 

これらの政務活動費に関して、「議員の調査研究活動は多岐にわたり、個々の経費

の支出がこれに必要かどうかについては議員の合理的判断に委ねられる部分がある」

（最高裁第三小法廷平成２２年３月２３日判決）とされ、政務活動費の執行につい

て「監査委員を含め区の執行機関が、実際に行われた政務調査活動の具体的な目的

や内容等に立ち入ってその使途制限適合性を審査することを予定していないと解さ

れる」（最高裁第一小法廷平成２１年１２月１７日判決）とされている。 

これらの判例の趣旨を踏まえると、政務調査費の後身である政務活動費は、関係

法令を遵守するとともに、政務活動費をどのように使用するかは、会派及び議員の

自主性が尊重されなければならない一方で、政務活動費が市の公金であることから、

使途内容について透明性の確保と説明責任が求められるといえる。 

(2) 本件各支出の違法性について 

ア 各務議員及び吉沢議員（以下「両議員」という）に共通した広報・広聴費につ

いて 

請求人は、支出先であるＡ社について、所在地が特定できず、電話番号を短期

間に繰り返し変更するなど、実体が確認できず、業者選定に疑義があるとし、Ａ

社には定められた料金設定もなく、意図的に請求項目を増やし過大に請求し、違
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和感のある請求項目、単価及び諸経費と考えられ、事業主が過去に２度も刑事告

発されたことからも、政務活動費の支出先としてふさわしくない旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果について 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

両議員によると、Ａ社は代表の栄木真由美氏（以下「Ｘ氏」という。）が運営

する個人事業の屋号であるところ、Ａ社はレンタルオフィス事業者が提供する

バーチャルオフィスサービスを購入し、当該サービスの拠点の１つの住所を事

業場の住所として設定していた（両議員提出資料「添付資料１」）。 

なお、上記のバーチャルオフィスサービスでは、事業主が事業場の住所として

利用できるオフィス住所をレンタルするとともに、郵便物の転送、電話代行、貸

会議室等のオフィスに必要な機能を提供しており、上記住所に法人の登記もで

きるとされている（同「添付資料２」） 

Ａ社の電話番号の変更について示すと次のとおりである。 

電話番号
本件措置請求の各資料により

確認した日付

 ０３－６８●●－●●●●（本件

支出に係る連絡先。以下「電話番

号１」という。）

 令和２年３月２４日、同月２８日、

同月３０日、同月３１日及び同年６

月３０日

 ０８０－●●●●－●●●●  令和２年８月１６日

 ０１２０－●●●－●●●●  令和２年８月２０日

 ０５０－●●●●－●●●●  令和２年１２月１６日

 ０３－４４●●－●●●●  令和３年４月２０日

両議員によると、Ａ社の住所をＸ氏に確認したところ、Ｘ氏の名刺に記載され

たＡ社の住所は誤記があり、本件措置請求で提示された電話番号のうち、市政

報告の作成等を依頼した令和２年３月までのものは電話番号１で、その他の番

号は無関係であるとしている。 

支出伝票の備考欄に記載された項目について、領収書にある「文書作成・校正

料」とは、デザインの方向性を決定して各担当者に作業を振り分け指示を行う

など成果物完成までの管理監督を行うことに係る費用で、「デザイン料」とは、

デザインの方向性を具体的な形にする作業に係る費用で、「データ作成料」とは、

原稿データを印刷会社指定のフォーマットに加工調整する作業に係る費用であ

り、いずれも一般的な内容で何ら特殊なものではないとしている。 

印刷料の単価について、両議員は、事業者が仕入れコスト、諸経費、納期等の

様々な要因を考慮し営業努力を踏まえて決定するものであり、第三者が「数量
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が多くなれば安く設定されるべき」と決定すべきものではなく、依頼した市政

報告が単価に見合わないとは考えていないとしている。 

また、市政報告の作成などの依頼先としてＡ社を選定した際、Ｘ氏が過去に２

度も刑事告発されたことは、両議員とも全く認識がなかったとしている。 

なお、両議員は、市政報告の作成などのＡ社への依頼に当たり、見積書等は徴

取せず、事前に口頭で料金を確認したとしている。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「広報・広聴費は、会派又は交付対象議員がその活動若しくは

市政について市民に広報し、又は市民の要望、意見等の聴取若しくは市民相談

を行うのに要する経費」としている。 

そこで検討するに、Ａ社は前記バーチャルオフィスサービスを利用しており、

名刺に記載された住所地にＡ社が所在していることを前提とするものではなく、

事業主の名刺の住所に誤記があったことやＡ社の電話番号に齟齬があったこと

は認められるものの、このようなバーチャルオフィスを利用することに違法性

等の問題があるわけではなく、また、それらの記載の誤りをもって、Ａ社の実体

が不明であると認めることは困難である。 

そして、支出伝票に添付された領収書の項目、諸経費及び委託料について、両

議員によると、市政報告を作成するに当たって、事前に金額を口頭で確認し、伝

えたい内容の文章のたたき台等を作成し、Ａ社が文字の大きさや内容を要約し

ているとしており、両議員が説明しているＡ社の作業内容や作業範囲等を考慮

すれば、その内容や金額に特段の疑義があるとは認められない。 

なお、請求人は、Ａ社の代表者であるＸ氏の刑事告発歴を問題とするようであ

るが、たとえ当該事実があったとしても、直ちにＡ社が支出先としてふさわし

くないとはいえない。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

イ 各務議員の広報・広聴費について 

請求人は、令和２年３月３０日付け、同月３１日付け合計１１０万５５０円の

広報・広聴費の支出について、支出伝票（整理番号３０１２）に添付されたＡ社

の領収書上のポスティング枚数（３万２０００枚）と支出伝票（整理番号３０１

３）に添付された株式会社ニッケン石橋（以下「Ｃ社」という。）の請求書上のポ

スティング枚数（４万５０００枚）の合計枚数（７万７０００枚）が、支出伝票

（整理番号３０１１及び３０１２）に添付されたＡ社の領収書上の合計印刷部数

（５万７５００枚）よりも多いことから、支出伝票等の内容に虚偽記載の可能性

があり、２０１９（令和元）年１２月５日に市政報告（ＶＯＬ１）を他社へ発注
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した金額と比較しても、２０２０（令和２）年３月３０日にＡ社に発注した市政

報告は高額であり、それを各務議員のホームページでも公開していないことから、

極めて不自然である旨主張している。 

また、Ａ社の下請事業者から提出された回答書（本件措置請求添付１）には、

「令和２年４月１５日にＡ社へ市政報告のデータを送り、同月３０日付けでＡ社

に請求書を発行しており、各務議員が作成した支出伝票上のポスティング実施年

月日である同月３０日には成果物は存在しておらず、政務活動費の使い切り目的

で不当に支出していたと疑わざるを得ない」旨が記載されており、政務活動費に

求められる透明性及び適正性に反するため、当該支出は認められない旨主張して

いる。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

本件支出の対象となった成果物は、全て現物として提出されているところ、各

務議員によると、本件措置請求資料１の「２０２０年３月３０日」付けの領収書

の件名（市政報告ＶＯＬ１）は正しくは「市政報告ＶＯＬ２」で、「２０２０年

３月３１日」付けの領収書の件名（市政報告ＶＯＬ２）は正しくは「市政報告Ｖ

ＯＬ３」であり、上記「２０２０年３月３０日」付けの領収書の印刷部数１万７

５００部との記載は誤りで、実際は４万５０００部の印刷を依頼し、３つ折り

作業は依頼していなかったと説明している。 

これらの点について、各務議員は、令和３年７月２９日付け「収支報告書等修

正届（交付対象議員用）」を追加提出し、上記支出伝票の印刷部数を４万５００

０部に修正し、３つ折り作業の項目を削除した（各務議員追加提出資料「添付資

料３」）。 

上記各領収書の記載内容を誤った理由について、各務議員によると、内容を精

査せずに支出伝票を作成したためであるとし、領収書の記載内容を問い合わせ

たところ、Ａ社から「別の顧客の受注内容と取り違えて領収書を作成した」、「自

らのミスを理由とする委託料の過少請求であるため、委託料差額の追加請求は

行わない」との申出を受けたと説明している。 

Ａ社に４万５０００部のポスティングを依頼しなかった理由は、各務議員の

選挙区である多摩区のポスティング事業者のＣ社にも依頼したいと判断したた

めで、別会社に依頼した最初の市政報告（ＶＯＬ１）よりも、Ａ社に依頼した市

政報告（ＶＯＬ２及びＶＯＬ３）が高額になったのは、ＶＯＬ１を依頼した事業

者の本業がチラシ作成ではなく、市政報告作成の経験がなく作業範囲が狭かっ

たこと、部数が少なかったことなどによるものであるとしている。 
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市政報告（ＶＯＬ２及びＶＯＬ３）がホームページに登載されていないことに

ついて、ホームページへの登載の認識はあったが、そのやり方を覚えておらず、

確認等に時間を要すると思い、後回しにしたことによるものであり、ホームペ

ージの管理スキルに起因するものとしている。 

本件支出に係る年月日について、令和２年３月の議会終了後に、議会における

活動報告を含めた内容の掲載を検討していたため、Ａ社への依頼が令和２年３

月下旬となってしまったが、Ａ社において作成作業を進めていたため、成果物

を確認する前に同月３０日に全額を支払ったとしている。 

また、当該支出伝票に記載されている実施年月日は、ポスティングのみの記載

ではなく、上記各市政報告の作成等を依頼したことに係る支出日を実施日とし

て記載したもので、上記支払に当たって、印刷物やポスティング枚数・実施報告

などの確認は行っていなかったとしている。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「広報・広聴費は、会派又は交付対象議員がその活動若しくは

市政について市民に広報し、又は市民の要望、意見等の聴取若しくは市民相談

を行うのに要する経費」としている。 

そこで検討するに、支出伝票の記載内容と実際に行った市政報告（ＶＯＬ２及

びＶＯＬ３）のポスティング枚数に大きな相違があり、いずれの成果物も完成

する前にポスティングを含めた費用を支払い、その領収書が発行されるなど、

金額の確認や支出の管理方法について疑義があるものの、各務議員によると、

他の市会議員がＡ社に市政報告の作成等を依頼していたことから信用して依頼

したというもので、各務議員が説明しているＡ社に依頼した具体的な作業内容、

作業範囲等のほか、実際の印刷枚数よりも支出金額が少なかったことも併せ考

慮すれば、政務活動費の支出の透明性の確保や説明責任に問題がないとはいえ

ないが、本件支出が不当に高額であるとまで認めることは困難である。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

ウ 吉沢議員の広報・広聴費について 

請求人は、令和２年３月２４日付け、同月２８日付け合計５５万６８８０円の

広報・広聴費の支払について、吉沢議員は市政報告を見せてほしいとの支援者か

らの依頼に対し、一旦拒否したが、数週間後に名前のスペルが間違えた低品質な

市政報告を送ったため、隠蔽工作で急きょ作成された可能性があり、支出伝票に

添付された領収書（本件措置請求資料２）に記載された紙の種類と違う紙（より

薄いもの）を市政報告に使用しており、領収書の内容が虚偽であることなどから、

当該支出は認められない旨主張している。 



11 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

本件支出の対象となった成果物（本件措置請求追加証拠⑦及び⑧）は、請求人

から全て現物として提出されているところ、吉沢議員によると、市政報告の吉

沢議員の名前のスペルに誤りがあったが、他に同様の指摘を受けたことはなく、

令和２年３月議会の報告を盛り込むため作成時期が年度末になってしまったと

している。 

また、支援者らしき人から印刷会社の紹介依頼をメールで受信した際、Ａ社で

はない別会社を紹介したが、当初の問合せが後援会の入会に関するものであっ

たため、後援会の入会案内チラシを作成した別会社を紹介したもので、Ａ社を

隠す意図は全くなかったとしている。 

Ａ社の領収書に記載された紙の種類が実際と異なっていた点については、吉

沢議員がＡ社に対して、郵送料を安価に抑えることを目的に、より薄い紙（コー

ト７３）を依頼したものの、Ａ社において通常使用する紙が「コート９０」であ

ったため、誤記したものであると説明している。 

また、上記支払に当たり、印刷物（１万６０００部）のうち、３つ折り分（８

０００部）については、令和２年３月中に吉沢議員の手元に届き、全て郵送若し

くは駅立ちで配布するなどし、ポスティング（８０００部）については中原区住

人の４分の１の数量とし、Ａ社から電話でポスティングの実施報告を受けたと

している。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「広報・広聴費は、会派又は交付対象議員がその活動若しくは

市政について市民に広報し、又は市民の要望、意見等の聴取若しくは市民相談

を行うのに要する経費」としている。 

そこで検討するに、前記認定した事実によれば、吉沢議員の市政報告の内容に

ついて、名前のスペルミスや領収書の記載とは異なる紙が使用されていたこと

は認められるものの、吉沢議員が指定した紙（コート７３）はＡ社が通常使用し

ないタイプの紙であったため、実際にはより単価が高くなった可能性もあり、

これをもって本件支出に見合うようなサービスが提供されていないとか、領収

書の虚偽記載が行われたとまで認めることは困難である。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

 (3) 結論 

以上のとおり、本件各支出について違法若しくは不当と認めることはできないか
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ら、請求人の上記主張はいずれも採用できない。 

よって、本件措置請求はこれを棄却する。 

 ３ 意見 

   監査結果は以上のとおりであるが、今回の監査を通じて、監査委員としての意見を

述べる。 

   政務活動費は、市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充実し、議会

の審議能力の向上、議会の活性化に資することを目的としているものであり、会派及

び議員は、その使途について市民に説明責任を負うことを認識して、適正に使用する

ことが求められている。 

   今回の監査において、議会局に提出された収支報告書を確認したが、いくつかの疑

義が判明している。 

   具体的には、支出伝票の使途内容及び数値に誤りがある事例が判明しており、誤記

を理由として、一部については修正手続がとられているが、支出伝票は、使途内容の

透明性確保の基本であり、内容を精査の上、正確に支出伝票を作成されたい。 

   また、その過程において、印刷物やポスティングの履行の確認がなされていない事

例も判明している。 

   通常、印刷物を作成する場合には、見積書の徴取、発注、履行、履行確認、請求、支

払、領収書の発行という流れが一般的な商慣行になっており、こうした流れに沿って

進めることが透明性の確保及び市民への説明責任につながっていくものと考える。 

   指針においては、支出を証明する書類として、見積書、実施報告書を求めていない

が、これを不要とする趣旨ではなく、政務活動費の支出の透明性を確保するため、日

頃からこれらの書類を整えておく姿勢も必要であると思料する。 

   会派及び議員においては、引き続き、政務活動費が公金であることを意識し、使途

内容についての透明性を確保し、市民への説明責任を果たすことができるよう、支出

伝票及び政務活動記録票等における説明の充実等を望むものである。 



川崎市職員措置請求書 

川崎市監査委員 殿 

令和３年６月３０日  

請求人                     

【住所】 （省略）                

【氏名】 ＮＰＯ法人 国民の健康と生活を守る会  

理事長 金屋 隼斗     

第１ 事業の概要 

第２ 請求の要旨 

 ①各務雅彦（かがみ まさひこ）に対し政務活動費１，１００，５５０円の返還請求権を行

使することを怠っていることから、これを行使するよう川崎市長に対し勧告することを求める。 

 ②吉沢直美（よしざわ なおみ）に対し政務活動費５５６，８８０円の返還請求権を行使す

ることを怠っていることから、これを行使するよう川崎市長に対し勧告することを求める。 

第３ 請求の原因 

①対象となる財務会計行為 

（１）各務雅彦（かがみ まさひこ）に対するもの 

   各務雅彦は令和元年度、広報・広聴費として、プランエムに対し、令和２年３月３０日

付、令和２年３月３１日付で合計１，１００，５５０円の政務活動費を支出している（資

料１） 

（２）吉沢直美（よしざわ なおみ）に対するもの 

   吉沢直美は令和元年度、広報・広聴費として、プランエムに対し、令和２年３月２４日

付、令和２年３月２８日付で合計５５６，８８０円の政務活動費を支出している（資料２） 

②財務会計行為の違法性 

（１）序論 

   政務活動費は、「地方自治法」の規定により制定された「川崎市議会の政務活動費の交付 

等に関する条例」に基づき、会派および議員に対し議員の調査研究その他の活動に資する

ため必要な経費の一部として、交付されるものである。 

別紙１ 



   また、交付された政務活動費に余剰金が生じたときは返還しなければならないとされて

いるため、年度末の３月３１日付近に駆け込み需要のように使われることはあってはなら

ない。 

   市政報告などの住民への報告は、年度を通じて定期的に行なうべきであり、年度末に集

中してなされるべき必然性はない。政務活動費の元手は住民の税金である以上、使用には

高い透明性と適正さが求められる。 

（２）両議員ともに共通した違法性 

 Ａ. 実態不明な選定事業者 

  両議員が委託契約を交わすプランエムの所在地について、支出伝票に添付の領収書または

プランエム代表の名刺には、東京都港区浜松町２－２－５浜松町ダイヤビル２階（資料３）

と記載されているが、所在地を訪問したところ違うビル名である『営和ビル』が存在してい

るため、領収書記載のビル名である『ダイヤビル』は存在しない。 

  調査を重ねた結果、他議員もプランエムと委託契約を交わしていた事実を把握するものの、

他議員の領収書記載の住所は浜松町２－２－１５となっており番地が異なっている。 

  こちらの所在地にも訪問したところ、看板はビル名でなくハイツ名の『ダイヤハイツ』と

記載があり、２階にはプランエムの表札等は一切なく、『バーチャルオフィス』（資料４）と

掲示されているため、どちらの所在地も選定事業者の実体が不明であることを示している。 

  また、議員によって領収書記載の電話番号も異なっているが、真っ当な事業者であれば電

話番号を使い分けたり、幾度となく電話番号の変更をすることは考えられない。（資料５） 

  そのため、両議員の支出先であるプランエムは、実体の確認できない事業者であり、架空

請求または領収書記載の項目を適切に行なわれていない可能性がある。 

  政務活動費の支出には、前途のように透明性と適正さが求められており、政務活動費の運

用指針でも「広報物の委託先は選定理由および委託内容を明確にした上で契約を締結」する

ことが求められているため、委託事業者の選定に疑義がある。 

  また、領収書の住所の虚偽および電話番号を短期間で繰り返し変更する真っ当でない事業

者への支出は適正性に反するため、その支出は認められない。 

 Ｂ. 違和感のある請求書項目および単価 

  両議員とも、領収書記載の上から４つの項目（文書作成料・ディレクション料・デザイン

料・データ作成料）は、通常であれば全て１つにされる項目である。プランエムは広報物の



作成および印刷等を下請け事業者へ丸投げしているが、下請け事業者の請求書の記載項目は

１つのため、プランエムは意図的に請求項目を増やしていると考えられる。 

  チラシは訴えたい内容を文章化し、それを印象的に伝えるためデザインして作成するのに

項目を分ける必然性はない。また、文章もデザインも「データ」にほかならないので、デー

タ作成料が項目化されているのは理解できない。 

  更にディレクション料（指導料の意味か？）に至っては趣旨不明である。 

  したがって、項目を作為的に増やし過大に請求するためのカラクリとしか考えられない。 

  単価については、印刷物５，５００枚でも４０，０００枚でも印刷料のチラシ単価６円と

同額であるが、通常の印刷会社は数量が多くなれば１枚当たりのチラシ単価は必然的に安く

なる。 

  諸経費についても、３８５，５５０円でも７１３，９００円でも一律３７，０００円と同

額なのは、社会常識的にありえないため、定められた料金設定はなく金額を操作していると

しか考えられない。 

 Ｃ. ２度も刑事告発歴のある個人事業者 

  両議員が年度末に政務活動費で支出した事業者（個人事業者）であるプランエムは、過去 

に２度も刑事告発をされた人物が単独で事業を行なっている。（資料６） 

  税金である政務活動費の支出先として相応しくないため、支出は認められない。 

（３）各務雅彦（かがみ まさひこ）に対するもの 

  各務議員のプランエムの領収書について、支出伝票の実施年月日では年度末の３月３０日

に市政報告書ＶＯＬ２（資料７）を１万７５００枚の印刷した他、同日に市政報告ＶＯＬ３

（資料８）を４万枚の印刷し、併せて計５万７５００枚の印刷をしたことになっている。 

  しかし、プランエムには同日の３月３０日に３万２０００枚のポスティング料を支出して

いるが、同日の３月３０日に地元のポスティング専門業者である(株)ニッケン石橋に対して

も４万５０００枚のポスティング料を支出した領収書および支出伝票（資料９）があるため、

計７万７０００枚のポスティングをしていることになる。 

  つまり、３月３０日に作成した市政報告ＶＯＬ２・ＶＯＬ３の合計印刷部数は５万７５０

０枚なのに対して、同時日の３月３０日には計７万７０００枚（プランエム３万２０００枚、

(株)ニッケン石橋４万５０００枚）のポスティングをしているため、印刷部数よりポスティ

ング枚数が約２万枚も多いのは請求書虚偽の可能性を疑わざるを得ない。 



  ２０１９年１２月５日に市政報告ＶＯＬ１を２万７７８０円（資料１０）で他社へ発注し

ていながら、年度末の２０２０年３月３０日にＶＯＬ２・ＶＯＬ３をそれぞれ約３８万円、

約７１万円という高額でプランエムへ発注したものの、自身のＨＰ（資料１１）にはプラン

エムが作成したＶＯＬ２・ＶＯＬ３のチラシを公開しないことについても極めて不自然であ

る。 

  プランエムが丸投げする下請け事業者より書面で回答書（添付１）を頂いたが、そこには

「年度末に余った予算の政務活動費取得目的で行なった」「監査の際の担保に少々いるために

作成した」「そもそも完成データは年度後の４月１５日に送っている」「プランエムから請求

額を上げる不正行為のアドバイスを求められた」など使い切り目的や不当に支出していたと

疑わざるを得ない回答をもらう。 

  また、プランエムの下請け事業者は４月１５日にプランエムへ完成したチラシデータを送

り、４月３０日付（資料１２）にプランエムへ請求書を発行しているため、各務議員の収支

報告書記載のポスティング実施年月日の３月３０日は、現物は存在していないはずである。 

  そして、下請け事業者の回答書には「監査の際の担保に少々いるため作成した」とあるた

め、監査委員へ証拠印刷物として提出するのを目的として少数の部数を印刷するなど、あら

かじめ隠蔽工作を企てていた可能性もあり極めて悪質である。 

  したがって、委託内容および金額に不当性があり、政務活動費として求められる透明性・

適正性に反するため、その支出は認められない。 

（４）吉沢直美（よしざわ なおみ）に対するもの 

  吉沢議員は、年度末の３月２４日（市政報告ＶＯＬ１)と３月２８日（市政報告ＶＯＬ２)

に立て続けでプランエムと委託契約を交わし領収書が存在するものの、プランエムが丸投げ

する下請け事業者は吉沢議員のチラシは請け負っていないと証言する。 

  そのため、２０２０年７月下旬に「市政報告のチラシを見せて欲しい」と吉沢議員の支援

者から吉沢議員にお願いしたところ、一旦は拒否されるが数週間後に素人が作成したような

市政報告チラシが送られてきたため、隠蔽工作で急きょ作成した可能性がある。 

  市政報告チラシの内容はＶＯＬ１『学校で手話ダンスを！台風被害について』、ＶＯＬ２

『タワーマンションの防災力を向上！平間、向河原の踏切対策！胎児育児の支援！』（資料１

３）などで、新型コロナのニュース一色の時期に、関連性がほとんどない市政報告を、実施

年月日の２０２０年３月３０日に作成配布したとは考えられない。 

  また、送られてきた市政報告チラシには、名前のスペルがＮＡＯＭＩ（なおみ）ではなく



ＮＯＭＩ（のみ）（資料１４）と間違っているため、低品質で粗悪なチラシと言える。 

  チラシを見て直ぐに気がつく一番大切な自身の名前の間違えを、プランエムも吉沢議員も

気付かないのは、隠蔽工作で急きょ作成された可能性以外は考えられない。 

  その後、２０２０年９月上旬に吉沢議員の支援者より、「市政報告チラシを作成した印刷会

社を紹介してほしい」と吉沢議員にメールしたところ、プランエムではない別会社（資料１

５）を紹介して支援者にまで嘘をつくことから、悪行を隠すためと考えざるを得ない。 

  吉沢議員がプランエムに発注されている内容と同じ見積りを吉沢議員が市民に紹介した会

社から頂いたところ、項目全てが圧倒的にプランエムより安価である。（下記の表参照） 

  そのため、本件についての委託事業者の選定に疑義がある。 

  プランエムと紹介会社の印刷費等の比較（共にＡ４両面）

デザイン料 印刷代（三つ折リ含む） 送料、諸経費 合計（税抜き）

プランエム １５６，０００円
１１４，０００円

（１６，０００枚）
３７，０００円 ３０７，０００円

紹介会社 ４９，５００円
７９，２００円

（１８，０００枚）
６，０００円 １３４，７００円

※合計ではプランエムのポスティング代を除いています。

以上のことから、吉沢議員は実態不明の事業者（個人事業者）であるプランエムと共謀し

政務活動費を不当に使い切り、政務活動費を返還することを免れ、財産上不法の利益を得た

可能性が極めて高いと考える。 

  したがって、委託内容および金額に不当性があり、政務活動費として求められる透明性・

適正性に反するため、その支出は認められない。 

③請求者 

 請求者である NPO 法人国民の健康と生活を守る会は、区役所との協同事業をはじめ、就労相

談支援、生活困窮者のサポートなどの社会貢献活動を行なっている市民団体です。 

 ２０２０年６月に市民の方から一通の情報提供メールが届きました。 

 内容は、「領収書プランナーの誘惑に負けた一期目の議員たち ＃川崎市議会議員」などがＳ

ＮＳで投稿されており、信憑性は低いですが、たくさんの市民が新型コロナウイルスで大変の

状況の中、本当に議員が不正行為をしていたら許せないだった。 

 私たちの団体は『自分だけが良ければいい！そんな人間になりたくない！』をスローガンに

掲げ地域活動しているため、看過することができなかった。 



 そのため、新人議員を対象に調査を行なった結果、各務雅彦議員および吉沢直美議員の令和

元年度の政務活動費にいくつかの疑わしい支出を発覚する。 

 その後、約一年間という多大な時間と労力を使い徹底的に調査を行ない、疑わしい支出の実

態を証明する様々な証拠が整ったため、監査請求を起こすことにした。 

④地方自治法第２４２条第１項の規定により、以下の添付資料を添え、必要な処置を請求する。 

陳述書  プランエム下請け事業者社長からの陳述書 

添付１  プランエム下請け事業者社長からの各務議員に関する回答書 

資料１  各務雅彦議員がプランエムへ広報・広聴費から支出した領収書及び収支報告書 

資料２  吉沢直美議員がプランエムへ広報・広聴費から支出した領収書及び収支報告書 

資料３  プランエムの所在が実態不明である証拠 

資料４  プランエムのもう一つの所在地にあるバーチャルオフィス 

資料５  プランエムは各議員によって電話番号が異なる証拠 

資料６  プランエム代表の刑事告発歴 

資料７  各務雅彦議員がプランエムへ依頼した市政報告書ＶＯＬ２ 

資料８  各務雅彦議員がプランエムへ依頼した市政報告書ＶＯＬ３ 

資料９  各務雅彦議員が地元業者へ依頼したポスティング料の領収書 

資料１０ 各務雅彦議員がプランエムでない他社へ依頼した市政報告書ＶＯＬ１ 

資料１１ 各務雅彦議員のＨＰにはプランエムの作成物は公表しない 

資料１２ プランエム下請け事業者からプランエムへの請求書 

資料１３ 吉沢直美議員の市政報告チラシ 

資料１４ 吉沢直美議員の名前を間違えた市政報告チラシの拡大写真 

資料１５ 吉沢直美議員が支援者に偽りの事業者を紹介したメール 

個別外部監査請求とその理由 

 川崎市内には、真っ当な印刷会社が多数存在するのにも関わらず、両議員が委託契約を交わ

しているプランエムは、川崎市外の個人事業者、所在地は虚偽で実態不明、社会常識的にあり

えない単価設定、２度も刑事告発歴のある代表、成果物は名前を間違える粗悪なチラシ、議員

本人も市民へ紹介できない事業者である。 



 本件の監査請求は監査委員４人のうち議員選出の２名が除斥されるが、他２名の監査委員に

おいても以下の理由により公平公正な判断が困難であることも推測される。 

 プランエム代表の栄木真由美氏は、元神戸市議会議員（自民党系会派）を経験しており、数

年前に大きく報道されていた政務活動費を架空の領収書で騙し取り、詐欺罪で逮捕された元神

戸市議会議員（自民党系会派）とは同僚議員である。 

 本件について、プランエム下請け事業者社長の回答書（添付１)から推測すると、同僚議員

の逮捕を一部始終間近で見ていたプランエム代表の栄木真由美氏は、監査請求をされた際に証

拠印刷物として提出するのを目的として少数の部数を印刷するなど、事前に隠蔽工作をしてい

る可能性が極めて高いと考えざるを得ない。 

 ２０２０年５月２９日、かわさき市民オンブズマンは政務活動費に関する住民監査請求を起

こしましたが、監査委員は対象議員の聞き取りを妄信して判断されていたため、住民訴訟へと

発展しています。 

 そのため、本件においても対象議員または２度の刑事告発歴のあるプランエム代表への聞き

取りを妄信した監査では公平公正な監査結果にならないと考えられる。 

 また、本件の対象である二人の川崎市議会議員は、共に自民党所属の議員である。 

 本件を監査する２名の監査委員は、普段は自民党所属の監査委員と業務を遂行しているため、

監査の対象議員が自民党所属の議員では客観的な第三者の立場で判断することが困難であると

考えられる。 

 したがって、それらの懸念を払拭させるためには、本件は地方自治法第２５２条の４３第１

項の規定に基づく外部監査人による「個別外部監査」により監査を行なわれることが不可欠で

あるため、併せて請求する。 



請求人の陳述録 

 まず、本件は、２人の自民党議員に対する監査請求です。そのため、本件を監査する２

人の監査委員においても、ふだんは自民党所属の監査委員と業務を遂行している、いわば

同僚であるため、客観的第三者の立場で判断することは困難であると考え、これらの懸念

を払拭するため、個別外部監査を求めましたが、個別外部監査は認められず、議員たちが

議会で選任した監査委員が監査することになりましたが、忖度感情がない公平公正な監査

をしていただけると信じて陳述いたします。 

 市民の税金が元手である政務活動費の使用には高い透明性と適正さが求められますが、

吉沢議員及び各務議員が委託契約を交わした個人事業者であるプランエムは、これから述

べる４つの理由により、一般の会社は委託契約を交わさない事業者であります。そのた

め、両議員が委託契約を交わしていることに疑念を抱いています。 

 まず、理由１、所在地を虚偽する実体不明な事業者である。１２ページの資料２を御覧

ください。吉沢議員の領収書では、プランエムの所在地は浜松町２－２－５の浜松町ダイ

ヤビルとなっています。 

 次に、１４ページの資料３の右上を御覧ください。このプランエムの代表の名刺にも、

所在地は同じく浜松町２－２－５の浜松町ダイヤとなっていますが、下の写真を御覧くだ

さい。現地調査したところ、こちらの所在地のビル名は浜松町営和ビルでございます。そ

のため、領収書や名刺に記載されたダイヤビルはそもそも存在しません。また、途中から

名称が変わったわけでもなく、３０年前からこちらは浜松町の営和ビルです。そして、プ

ランエムの下請会社の社長は、プランエム代表の名刺記載の所在地に郵便物を送付したと

ころ、宛名人不存在で戻ってきたとのことです。また、令和２年度の所在地は、なぜか浜

松町２－２－１５と変更されており、同じく浜松町ダイヤビルとなっていますが、正しい

建物名は浜松町ダイヤハイツです。そして、現地にはバーチャルオフィスが存在するた

め、どちらにせよ、プランエムは実体不明な事業者と言えます。 

 次に、理由２です。１０か月で５回も領収書の電話番号を変更する事業者である。追加

証拠の①を御覧ください。プランエムは川崎市の議員だけでなく、東京都の議員とも委託

契約を交わしていることが分かり、この事業者が２０２０年６月から２０２１年４月の１

０か月の間に発行した領収書５枚を添付していますが、全て領収書の電話番号が違いま

す。果たして真っ当な事業者であれば、電話番号を使い分けたり、幾度となく変更するこ

とは考えられません。そのため、信用を第一とする一般の会社は委託契約を交わしたりし

ない事業者であると言えます。 

 次に、理由３、定められた料金設定がなく、金額を操作する事業者である。両議員が委

託契約を交わした事業者には、定められた料金設定が存在せず、領収書によって広告や単

価などの金額を操作している。１８ページの資料１２を御覧ください。プランエムは各務

別紙２ 



議員の広報物の作成を本日来てくださった下請事業者へ丸投げしていますが、下請事業者

のプランエムの請求書では、記載項目は１つだけです。 

 次に、１０ページの資料１を御覧ください。令和元年度のプランエムの領収書には、上

から、文章作成・校正料、ディレクション料、デザイン料、データ作成料などといった項

目が追加されているが、意図的に過大請求するため、様々な請求項目を増やしたと思われ

ます。 

 次に、追加証拠③を御覧ください。これらを裏づける証拠として、令和２年度の吉沢議

員の２枚のプランエムの請求書を添付しましたが、ディレクション料、デザイン料、デー

タ作成料のみで、令和元年度にあった文章作成・校正料の項目は消えています。となる

と、令和元年度の領収書の項目にある文章作成・校正料の６万円は、そもそも必要のなか

った項目であることが分かる。 

 次に、追加証拠④を御覧ください。こちらは各務議員の令和２年度のプランエムの請求

書を添付しましたが、文章作成・校正料は１万円と超大幅に減額されており、令和元年度

の６万円から６分の１も安くなっているため、令和元年度は過大に請求額を増やしていた

としか考えられない。 

 次に、追加証拠⑥を御覧ください。ここには令和２年度の各務議員と吉沢議員が「新型

コロナウイルス感染症に伴う主な支援策」と題したプランエムが作成したチラシを、都内

Ａさんは同じようなチラシを先にプランエムに依頼しています。追加証拠⑥のＥからＧを

御覧ください。こちらは見て分かるように同じようなチラシです、３枚とも。もう１度追

加証拠⑥のＡを御覧ください。都内Ａさんは政務活動費などの公金ではなく自費で支払っ

ていますが、公金が元手である政務活動費から支払った各務議員と吉沢議員の請求書と比

較すると劇的な差があります。３人とも同じような制作物ですが、自費で支払った都内Ａ

さんの請求項目には、ディレクション料、デザイン料、文章作成・校正料、送料及び諸経

費などの項目はなく、印刷部数は半分以下なのにチラシ１枚単価も大幅に安いです。私が

言いたいのは、プランエムに自費でチラシをお願いするとデータ作成費しか取りません

が、川崎市の税金から議員がチラシをお願いすると、なぜかディレクション料、デザイン

料、文章作成・校正料、そして送料及び諸経費と項目が一気に増え、高額料金を請求する

ことに大変不審に思います。川崎市の税金の場合は高額に徴収する川崎価格というのが存

在していると言っても過言ではありません。このあたりの説明もプランエム及び両議員に

求めます。これらのことから、プランエムには定められた料金設定がそもそも存在せず、

前年度の領収書の項目は過大に請求額を上げるため金額を操作していたと疑わざるを得な

い。 

 次に、１１ページの領収書を御覧ください。こちらの領収書では、４万枚印刷してチラ

シ単価が６円です。 

 次に、１２ページの領収書を御覧ください。こちらの領収書では、５，５００枚印刷し



て、同じくチラシ単価が６円です。チラシの単価については、通常の印刷会社は、数量が

多くなれば１枚当たりのチラシ単価は当然安くなりますが、印刷物が5,500部でも４万部

でも印刷料のチラシ単価６円と同額なのは、真っ当な事業者では考えられません。 

 次に、１０ページと１１ページを御覧ください。こちら、１０ページの領収書は合計金

額が３８万５５５０円で、１１ページの領収書は合計金額７１万３９００円ですが、送料

及び諸経費が一律３万７０００円と同額なのは社会常識的に考えられません。 

 次に、追加証拠の③と④を御覧ください。令和２年度の全ての領収書は、送料及び諸経

費が一律４，３００円と大幅に減額されているため、前年度の一律３万７０００円は、過

大に請求額を増やすために金額を操作していたとしか考えられない。 

 次に、理由４、事業者は複数回も刑事告発歴のある人物が代表者である。１６ページの

資料６を御覧ください。ここには両議員の委託事業者であるプランエムの代表が過去に何

度も刑事告発された詳細を添付していますが、これだけではございません。これらの詳細

は後ほど●●●氏から陳述いたします。 

 次に、追加証拠の⑤を御覧ください。こちらには、ある刑事告発状を添付しています

が、明日この告発状がようやく正式に受理されることが決定しています。告発状の内容

は、今回の監査請求と同様に、東京都の議員が年度末にプランエムへ発注し、政務活動費

から支出した複数の領収書についてです。プランエムの領収書に記載された印刷部数やポ

スティングは正しく行われていない可能性が極めて濃厚であるため、詐欺罪で刑事告発を

いたしました。したがって、同時期に同様に同じ手口で年度末にプランエムと取引をされ

ている吉沢議員と各務議員についても、議員への聞き取り調査だけでなく、プランエム代

表を呼び出し、印刷発注履歴での枚数の確認や、実際に支払った履歴などを確認すること

を監査委員に求めます。 

 次に、個別の疑惑について陳述いたします。まず、各務議員から。１０ページと１１ペ

ージを御覧ください。各務議員がプランエムに支出した２枚の支出伝票は、２枚とも実施

年月日は３月３０日となっていますが、実施とは計画などを実際に行うことを指します。

すなわち、３月３０日までにチラシの印刷だけでなくポスティングまでもが終了していな

いと、支出伝票は虚偽の記載ではないでしょうか。また、３月３０日に実施したこととさ

れている２つの市政報告書の合計印刷部数は５万７５００枚ですが、プランエムの領収書

には３万２０００枚のポスティング料も記載されているため、残りの印刷部数は２万５５

００枚しか存在しないはずです。 

 次に、１７ページの資料９を御覧ください。同日、３月３０日には、地元のポスティン

グ会社には４万５０００枚のポスティングをしたことになっている領収書が存在していま

す。つまり、３月３０日に５万７５００枚を印刷して、３月３０日に７万７０００枚のポ

スティング費用を捻出していることになるため、印刷枚数よりポスティング枚数が約２万

枚も多いのは、内容が虚偽であるとしか考えられません。 



 次に、９ページの添付１の回答書を御覧ください。こちらは、私の質問に対して、プラ

ンエムの下請事業者は、４月１５日にプランエムへ完成したチラシデータを送っていると

回答されているため、そこから印刷してポスティングをするとなると実施年月日は５月以

降となり、令和元年度ではなく令和２年度の支出となるのではないでしょうか。各務議員

には、これらの支出伝票の実施年月日を３月３０日とされたことについて説明を求めま

す。 

 また、この回答書の中で、年度末に余った予算の政務活動費取得目的で行った、監査の

際の担保に少々要るため作成したと不正の可能性を示唆する内容もあるため、あらかじめ

監査委員を出し抜くために隠蔽工作を計画していたとなれば極めて悪質であります。した

がって、委託内容及び金額に不当性があり、政務活動費として求められる透明性、適正性

に反するため、返還を強く求めます。 

 次に、吉沢議員についてです。１９ページを御覧ください。こちらは、吉沢議員の支援

者が２０２０年７月下旬頃に吉沢議員へ市政報告のチラシを見せてほしいとお願いしたと

ころ、一旦は拒否をされ、その３週間後ぐらいに支援者のもとへ、自身の名前のスペルを

間違えた素人が作成したような低品質の粗悪なチラシが３枚送られてきましたが、３枚と

も名前のスペルが間違っているため、７月頃にまとめて作成したものではないでしょう

か。この市政報告の実施年月日は３月２３日となっているため、本当に令和元年度に行わ

れたのか、監査委員からプランエムに対して発注履歴の分かる書類などの提出を求め、調

べていただきたい。 

 次に、２０ページの資料１５を御覧ください。また、吉沢議員の支援者が市政報告チラ

シを印刷している印刷会社を教えていただけませんかと吉沢議員にメールしたところ、プ

ランエムではない別会社を紹介されていますが、吉沢議員の市政報告の支出伝票はプラン

エムしかないため、支援者にうそをついてまでプランエムの存在を隠す必要が果たしてあ

るのでしょうか。議員という立場でありながら、自身の支援者に対してうそまでつくの

は、プランエムと共謀してやましいことがなされているとしか考えられません。以上のこ

とから、吉沢議員は政務活動費の余剰金を返還することを免れ、財産上、不法の利益を得

ていた可能性が十分考えられます。 

 最後に、１つの市民団体が多大な時間、労力、お金を使い調査をした結果、これほどま

での不自然、不合理、不透明な実体が発覚したため、監査請求を起こし、本日、陳述をさ

せていただきました。議員による聞き取り調査だけでなく、共謀していると思われる個人

事業者のプランエム代表からの調査を十分行った上で判断をお願いいたします。 

 私の陳述は以上となりますが、次に、この陳述のために数日間仕事を休み、遠方からわ

ざわざ来てくださいました●●●氏が陳述いたします。 

 ●●●と申します。私は、職業は選挙関係の広告をつくっております広告代理店のオー

ナーをいたしております。 



 金屋さんから昨年夏頃ＤＭをいただきまして、プランエムについての当時は詰問のよう

な形の質問をされました。同じような一蓮托生じゃないかという内容のことでありました

が、金屋さんとメールでコミュニケーションを図っているうちに、お住まいになっている

川崎市のこと、川崎市の税金の使い道のことを真剣に考えておられる方だなと思いまし

て、私は、協力をすることは協力していかなければいけないと思いまして、プランエムの

下請業者でありますが、真実を述べることによって川崎市に幾ばくかの貢献ができたら、

金屋さんの気持ちも、また川崎市民のためにも、また国からの助成金を受けている川崎市

のためにも、国民のためにも役に立つんじゃないかと思いまして、私は、本日は神戸から

やってまいりました。 

 先ほど来、根本的に政務活動費を使う業者というのは、一つのモラル、コンプライアン

スがあるところに発注しなければいけないという大義があろうかと思います。よって、プ

ランエムはどういうものかということは、るる金屋さんのほうから陳述されたとおりかと

思いますが、補 させていただくならば、兵庫県、また神戸市も非常に政務活動費の問題

に関しましては、使い道に関しましては当初ルーズなところがありまして、皆様方、御記

憶に残っておるかと思いますが、泣いて記者会見をした●●●●●●、●●●●●●さ

ん、後日、起訴され、有罪が確定いたしました。また、●●●●●の●●●●●さんとの

問題が報じられた際に、また問題が発覚した●●●さんも、起訴され、有罪が確定いたし

ております。また、プランエムの代表者であります栄木真由美さんも、この件につきまし

て、いろいろ政務活動費、●●●●●さんの事件で共犯者として調べられましたが、出入

り業者が証拠物の提出を拒否したために起訴猶予となっております。 

 それだけでなく、栄木さんに関しましては、経歴がホームページなどでも元神戸市会議

員ということを売り物にしておりますので、その辺を少しだけ、端的に説明させていただ

きますならば、一番最初に神戸市会議員に立候補した際に、補欠選挙で立候補いたしてお

ります。そのときに住まいが大阪市●●に住んでおりましたので、居住実態の問題で、当

選後、刑事告発をされております。刑事告発をされましたが、栄木真由美さんは非常に虚

偽の証拠をつくるのが得意で、住民票を置いていたマンションの前に自分の車を停めて、

自ら110番して駐車違反の切符を切らせたり、また、アマゾンに時間指定で本を買ってマ

ンションの入り口で受け取ったり、住んでおることを証明という、ある意味で有意な乙号

証をたくさんそろえたために起訴を免れたということが居住実態問題であります。 

 また、次は、立候補した際に、無所属で立候補したにもかかわらず、日本維新の会とい

う名前を―関西では関東と違いまして、日本維新の会の名前を出すだけで上位当選がで

きますので、日本維新の会という名前を事前の政治活動のチラシに大きく記載をし、ま

た、選挙のポスターにも日本維新の会と名前を書いたことにより、公選法の虚偽事項公表

罪に該当するということで、日本維新の会の●●●●代議士から刑事告発を受け、捜査を

受けております。しかしながら、同罪は故意犯が限定でありますので、知らないでやった



と言い張った栄木真由美さんは、同罪の犯罪構成要件を満たないということで、起訴猶

予、不起訴処分となっております。 

 また、別件で、これもテレビが発したんですけれども、各議員に支給されております政

務活動費を一括して派閥の代表が偽の領収書で受け取って、それを選挙前に１００万円ず

つ餅代として配ったことがマスコミによって明らかになって、警察の捜査を受けました。

その件につきましては、各議員１００万円ずつ返還をし、起訴猶予処分となっております

が、栄木さんはお金に対する執着心がきついので、１００万円を逮捕されてでも私は返さ

ないということになって、ほかの議員の起訴猶予は保留になってしまったということがあ

ります。しかしながら、ほかの議員も、こういう人を相手にしては大変だということで、

１０万円強のお金を出し合って１００万円をつくって、神戸市議会事務局を通じて栄木真

由美名で返還をして、全員が起訴猶予になったということがあります。後に兵庫県警から

検察庁に書類送検をされて、相当な日にちがたっておりまして、栄木さんが東京に移り住

んでおりましたので、神戸地検に最終の取調べに来てほしい、たいしたことにならないか

らということも言いましたが、捜査には一切協力をしないという彼女のポリシーがありま

して、●●●●●●●●検事が東京の栄木さんの自宅に出向き取調べをし、その事件は無

事解決したということがあります。 

 時間の関係がありますので、たくさん言いたいこと、事件はありますが、僅か１年半ま

での間に、ほかにも、新年会に出席したら、栄木のふだんからの言動、行為、時間の遅刻

などを注意する先輩議員に、腕をひねられたという虚偽の報告をマスコミにリークして、

逆に日本人は事件ばっかりテレビに報道される栄木さんに対して違和感がありまして、１

年半前に１万４０００票弱で当選したにもかかわらず、見事に落選をしてしまったという

ような経緯もあります。 

 栄木真由美についての素性は、人の人格のことですので、あったことだけを今述べさせ

ていただきました。 

 そして、金屋さんが先ほどおっしゃられておりましたような、今回、請求原因でありま

す吉沢直美さん、そして各務さんについて少しお話をさせていただきたいかと思います。 

 栄木さんが関東に移り住んで、インターネットで調べたらしいんですが、東京都の葛飾

区なんかは領収書の添付とか、いろいろホームページで議会がやられておるみたいなんで

すが、東京の北区では単なる領収書だけで政務活動費の決算が行われます。川崎市と同様

ですね。書類だけで、物品の確認はされておりません、川崎市も。 

 少し話は戻りますが、栄木さん、●●さん、●●●さんの懸案があったおかげで、表現

が悪いですけれども、幸いにもそういう事件が多々あったおかげで、兵庫県ないし神戸市

は、先ほど金屋さんが、何万枚、例えば７万枚、市会議員が市政報告をつくりましたとい

うことを事務局に伝えたら、事務局の職員が印刷会社に出向いたり、議員の自宅に出向い

たり、また議員の事務所に出向いたりして現物を確認し、枚数まで勘定するようになりま



した。この件が落ち着いた暁には、川崎市もそのように新しい第一歩を踏み出されたらい

いなと私は思いますし、事件がどうあろうとも、やはり事務局を通じてきちっとした目視

をするということも大切じゃないかなと思います。 

 話をまた元へ戻しますが、吉沢直美さんと栄木さんが知り合った原因は、川崎市の政務

活動費の捻出がしやすいということに目をつけた栄木が、私の知人でありますＡ氏に、川

崎市で誰か知り合いはいないかということをリクエストいたしました。すると、Ａ氏は、

衆議院議員であります●●●●の秘書をしておりました吉沢直美さん、また、その秘書で

あります第一秘書のＡ氏に、私の知り合いであります紹介者Ａ氏が●●事務所に電話して

コンタクトを取りまして、一昨年の１０月か１１月に武蔵小杉駅前のイタリア料理店で、

吉沢直美さんと、Ａという男の子が仲介で、栄木真由美の３人がイタリア料理を食べなが

ら会っております。 

 そのときに名刺交換をしたらしいんですが、まだ吉沢直美さんは広告会社、選挙プラン

ナーとのお付き合いがなかったかのように、お役所の職員さんがお持ちであるような白と

黒の縦書きの川崎市議会議員、吉沢直美と書いたシンプルな名刺を栄木真由美さんと交換

したらしいです。そして話が弾んでいくときに、年度末が来たら、消費していなければ政

務活動費は返還をしなければいけないというルールは御存じですか、そういうことがあっ

たら、せっかく手にしたものを返すというのはもったいないじゃないかと。そう言えばそ

うなんですけれども、もったいないという感覚もおかしいとは思うんです。ということ

で、栄木さんと吉沢さんがお付き合いを始めたきっかけが、もったいない、返すのが嫌だ

というのが動機だということを、まずお話をさせていただきたいと思います。 

 そして、先ほど金屋さんは地域の方から吉沢直美さんの市政報告を入手されました。私

は仲介したＡ氏からVOL１、２、そしてコロナ号というものを―コロナ号は今回の請求

事案には入っておりませんが、請求事案の内容を補 するために必要なことであるので、

お許しください。VOL１、２、コロナ号が送ってこられました。それが皆さんの手元にあ

る吉沢直美さんのVOL１、２であります。これが2020年の３月31日までに作成されたとい

うことです。予算を返還しなくてもいいようにされておると思いますけれども、これの手

触りを見ていただいたら分かりますように、追加証拠の第何号ですかね。 

 現物はないですけれども、これですね。追加証拠２番。 

 追加証拠に書いてあると思いますが……。 

 追加証拠２番です。 

 吉沢直美さんは、プランエムにコート９０ということで、コート９０の重さで市政報告

をつくったということを申告されております。これを持っていただいたら分かると思いま

す。そして、偶然今日見たんですけれども、先ほど金屋さんがおっしゃった市民の方が請

求を起こしたやつ、リクエストして手に入れたやつの中の重さには、プリント業者の請求

には55か何かで書いていたんですよね。ふだんから吉沢さんは、チラシを発注するときに



は五十何グラムのやつを発注する癖があったんだと思うんですけれども、それは分かりか

ねますけれども、少なくとも吉沢さんが返還を逃れるために請求書に起こしておるのはコ

ート９０キロ、現物はコート９０キロじゃないということが私は言いたいわけですね。そ

して、手に入れたのは、私のところに送ってきたのが２０２０年度の７月時分でしたか

ら。これは送ってきました。 

 そして、５月か６月にコロナ号を吉沢さんは発注しておりますが、これは現実に何枚か

刷っておると思うんですけれども、これもいろいろ問題がありまして、３つ折りにしたら

名前が表示されないというような、本当に選挙プランナーが印刷をしたのかなというよう

な問題、そしてまた、素人が多分つくったと思うんですけれども、業者がつくったとは考

えがたい、返済不要と書いたところに線種だけしか表示されていない。これはどういう説

明をしたらいいのか、とにかくプロがＡＩでつくったやつではないということが私は言い

たいわけです。 

 だから、吉沢さんのやつは、端的に問題としたら、請求しているコート９０キロのもの

じゃないもので、実際はコート９０キロじゃないものをつくっておるにもかかわらず、虚

偽の請求書を議会事務局に提出しておるのが吉沢直美さんであるということですね。急場

しのぎでつくったからだと思うんです。なぜなら、Ｎｏｍｉ、Ｎｏｍｉと―政治家だか

らルビは大事ですよね。キチザワチョクミさんではないので、吉沢直美さんの名前の下に

は、普通でしたら「よしざわなおみ」と平仮名で打つところを格好よくローマ字で書いた

と思うんですけれども、焦ってつくったところでメッキが げたという表現を関西ではす

るんですけれども、Ｎｏｍｉ Ｙｏｓｈｉｚａｗａとなっておるということは先ほど金屋

さんがおっしゃったとおりだと思います。そして、私が言いたいのは、この重さが絶対に

違うということ。吉沢さんについてはそうであります。以上であります。 

 次、各務さんについてであります。各務さんからの仕事を頼むと言うて下請をしたのは

私のところの会社であります。４月の初めにプランエムから電話で依頼が来まして、各務

雅彦の市政報告をつくってくれへんか、適当でええんやと。ホームページに１が載ってお

るから、２、３ということで２種類つくってくれ、何でもええからということで、何でも

ええからといったって、あまりにもひどいものはつくれないということで、私どもは短時

間に精魂込めてＶＯＬ２、ＶＯＬ３をつくらせていただきました。しかしながら、先ほど

来、急いで栄木さんが年度末に帳尻を合わすために、請求品目では、ＶＯＬ２がＶＯＬ１

になり、ＶＯＬ３がＶＯＬ２になって、ずれているんですよね、請求品目が。これ自身も

軽率な行為が、お互いが現れておると思います。 

 先ほど金屋さんは値段のことでもプランエムのことばっかり言いましたが、発注する側

かて、やっぱり安いほうにしなければいけない。税金を使っておるんだという本当の信念

があったら、そういうことは絶対起きないと思いますし、各務さんに至っては、私のとこ

ろは、最初は非常に乗り気じゃなかったんです。なぜなら、４月に入って―ここなんで



す、私が嫌だったのは。４月に入ったのに、３月３０日付、３月３１日付号にしてくれと

いうことをプランエムからの依頼があった。それに対して私は非常に嫌な雰囲気がしたの

で、嫌だなと思っておりました。普通、注文が入ったら完成して市民の皆さん方に―例

えば、５月に注文が入ったら、６月、７月に出来上がるので初夏号にするとか、７月号に

するとか、後の日にちにするのはよくありますけれども、依頼が来て、市政報告をつくっ

て、４月１５日にデータを送っておるんですよね、にもかかわらず。４月１５日にプリン

トパックという会社のテンプレートに載せたＡＩデータを送っておりますから、プロしか

見れません。栄木さん自身も中身は見ていないと思いますけれども、それが３月３０日号

と３月３１日、ＶＯＬ２、ＶＯＬ３、請求品目はなぜかＶＯＬ１、ＶＯＬ２。 

 ということは、絶対に今日は８月４日なら明日は８月５日なんです。絶対にね。４月１

５日に私がデータを渡したものが、３月３０日に出来上がったり、３月３１日に出来上が

るということは、地球が反対の方向に回らん限り絶対起きんことなんです。絶対に。そう

いうことを依頼されることに対してお手伝いしたということに対して、私は非常に反省を

しておりまして、今日、金屋さんのピュアな気持ちに同意いたしまして、本来、下請業者

が元請業者のことをペラペラしゃべるということは商人のマナーに反することかも分かり

ませんけれども、商人のモラルと市民の血税の問題とのバランスを取って考えたら、やは

り正直に言うことだし、私も言うてすっきりするならば本当のことを言わせていただきた

いと思います。４月１５日に、テンプレートというのは、プリントパックしか開かないデ

ータを私は送りました。しかし、その中のデータは３月３０日付です。２０２０年の３月

３０日。ということは、２０１９年度予算を、返還を逃れるための道具に私のところは使

われたんじゃないかということで憤りを感じております。 

 それに対して、発注が、もし年度内にやった、何とかという言い訳を仮に各務さんがす

るならば、何でポスティングの請求がそこへ出ているのかというのも私にとったら不思議

だし、不思議なことだらけなんですよね。要するに、端的に言うたら、４月１５日のもの

が３月３０日、３１日付はおかしい、それだけでございます。あとは監査委員の方の御判

断で、先ほど来、金屋さんがおっしゃっておられる情熱を持ってやられておることについ

て、調べて、当事者から聴取をされて、真実を明らかにされて、もしくはそれが虚偽のこ

とであるということが発覚になったら、虚偽のことが発覚されないようなシステムづくり

をしていただいたら金屋さんも本懐を遂げるんじゃないか、また市民の皆様方も納得する

んじゃないかと思います。 

 少し時間があるので、代表監査委員の方に先にお聞きします。立会いの方というのは議

会の事務局の方なんですか。 

 私、ちょっと不思議に思うんですけれども、監査委員会というのは、行政のトップから

行政の職員に至るまでのおかしいということを監査する行政委員会ですよね。要するに、

吉沢さんを追及する問題でも各務さんを追及する問題でもなくて、吉沢さんや各務さんが



頼んない―関西弁で失礼しますけれども、頼んない請求書や領収書を上げてきているの

に、何でもかんでも税金を支出していることを監査するための委員会だと私は認識してお

るんですけれども、よって、今日は、当事者である監査委員の方は、４人いつも先生方が

おられるはずですけれども、当事者が同業者の方はのいてはるというのが現状ですよね。

なら、議会事務局というのは、国会で言うたら、三権で言うたら行政じゃないですか。議

会事務局は行政じゃなくて立法、議員の皆さん方のお手伝いをされて、代表質問をするの

でも、通達オーケーと議員が言うまで役所の職員には言わないというぐらい口が堅い議員

側の人じゃないですか。なぜそれが立会人でいて、傍聴人の人数が制限されるのかも僕は

素人なりに不思議だなと思う。どうですかね、その辺は。また、そういうことも含めて、

せっかく来たんだから不思議に思ったことを、恐縮ですけれども、吉沢さんと各務さんに

お仕えしてはる方が私の右後ろにいて、ずっと耳を立てて聞いておるというのも不思議だ

なと思いますけれども、私はそれにプレッシャーを感じて何も言うてませんよ。だから、

いささか問題はないんですけれども、今後こういうような事案があった場合、言いにくい

気の弱い人がいた場合、監査委員会がフェアに進んでいかないんじゃないかなと、今日は

そう思ったわけ。 

 それは議会報か何かですか。 

 私は要望で言ったんですよ。 

 だから、時間を見てやっています。だから、私がこの事務局問題を言う前に、若干時間

があるから言わせていただきますと代表監査委員の方には言ってしゃべったから、そのと

きに関して、時間のことを今おっしゃるんやったら、言う前に言うていただいたら、エト

セトラの場合やから、そこで止めていただきたいと思います。 

 とにかく、要するに、４月１５日にしか出してへんもんを各務さんが３月にやってお

る。簡単な話。目方の軽いもんが、目方が重い請求をしておる。それを何でもかんでも事

務局は受けて市長に請求しておる。これはおかしいというシンプルな事案なので、よろし

くお願いいたします。金屋さんがすごく純粋にやってはることを私は１年間見てきて、共

鳴しておるからわざわざ来たんです。 



政務活動費に係る法令等（本件措置請求に関連する部分のみ） 

１ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67号） 

  第 100 条 

  １～13 略 

14 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活動に

資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付

することができる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに

当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。 

15 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務活動

費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。 

  16 議長は、第14 項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものとする。 

  17～20 略 

２ 川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例（平成 13 年川崎市条例第 11号） 

   （趣旨） 

  第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 100 条第 14 項から第 16項までの規 

定に基づき、川崎市議会議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、議 

会における会派及び議員に対し、政務活動費を交付することに関し必要な事項を定めるものとす 

る。 

   （会派及び議員の責務） 

  第２条 会派（所属議員が１人である場合を含む。以下同じ。）及び議員は、政務活動費の交付が、 

   市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充実し、議会の活性化に資することを目的 

としていることを認識し、政務活動費を適正に使用しなければならない。 

   （交付の対象及び額） 

  第３条 政務活動費は、議長に結成の届出があった会派及び当該会派の議員（次項の規定により

50,000 円の額を選択した会派に所属する議員に限る。以下「交付対象議員」という。）に対して

交付する。 

  ２ 会派に対する政務活動費の月額は、450,000円又は 50,000 円のうちから各会派が選択した額に

当該会派の所属議員数を乗じて得た額とする。 

  ３ 交付対象議員に対する政務活動費の月額は、400,000 円とする。 

  ４ 第２項の規定により会派が選択した額は、当該選択した額に係る年度交付分については、変更

することができない。 

   （交付の方法） 

  第４条 政務活動費は、規則で定める政務活動費の交付日（以下「交付日」という。）における会派

及び交付対象議員に対して交付するものとする。 

  ２ 前条第２項の所属議員数は、交付日における各会派の所属議員数とする。 

  ３ 各会派の所属議員数の算定については、同一議員につき重複して行うことができない。 

  ４ 交付日において次の各号のいずれかの事由が生じたときは、当該交付日の属する月分の政務活

動費については、当該事由が生じなかったものとみなす。 

   (1) 議員の任期満了 

   (2) 議会の解散 

   (3) 議員の辞職、失職、死亡又は除名 

   (4) 議員の所属会派からの脱会又は除名 

   (5) 会派の解散 

   (6) 議員の会派への加入 

  ５ 新たに会派を結成し、又は新たに交付対象議員となり、次条第１項の規定による申請があった

場合で、当該申請のあった日が、その日の属する月の交付日前であるときは当該月分の政務活動

費から、当該交付日以後であるときは当該月の翌月分の政務活動費から交付する。 

  ６ 一般選挙が行われたため、新たに会派を結成し、又は新たに交付対象議員となり、次条第１項

の規定による申請があった場合は、前項の規定にかかわらず、当該申請のあった日の属する月分

の政務活動費から交付する。ただし、当該月分として、既に政務活動費が交付されている場合は、

別紙３ 



この限りでない。 

   （交付の申請及び決定） 

  第５条 会派の代表者（所属議員が１人である場合にあっては、当該議員をいう。以下同じ。）及び

交付対象議員は、その年度における政務活動費の交付を受けようとするときは、規則で定めると

ころにより、議長を経由して、市長に申請しなければならない。 

  ２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容を審査し、交付の決定

をしたときは、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、その旨を当該会派の代表

者又は当該交付対象議員に通知しなければならない。 

   （変更の届出） 

  第６条 会派の代表者及び交付対象議員は、前条第１項の規定により申請した事項について変更が

あったときは、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、その旨を市長に届け出な

ければならない。 

   （増額の申請及び決定） 

  第７条 前条の場合において、会派の所属議員の数の増加に伴い、政務活動費の増額の交付を受け

ようとするときは、当該会派の代表者は規則で定めるところにより、議長を経由して、市長に申

請しなければならない。 

  ２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容を審査し、交付の決定

をしたときは、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、その旨を当該会派の代表

者に通知しなければならない。 

   （減額等の決定及び通知） 

  第８条 市長は、第４条第４項第１号、第２号若しくは第５号に該当する事由が生じたとき、又は

第６条の規定による届出があった場合において、当該届出に係る変更が第４条第４項第３号若し

くは第４号のいずれかに該当するときは、政務活動費の交付額を減額し、又は交付しないことと

することができる。この場合において、所属議員が１人である会派の当該所属議員が同項第３号

に該当したときは、同項第５号に該当するものとみなす。 

  ２ 市長は、前項の規定により政務活動費の交付額を減額し、又は交付しないことを決定したとき

は、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、当該会派の代表者又は当該交付対象

議員に通知しなければならない。ただし、第４条第４項第１号、第２号又は第５号に該当する場

合で、交付しないこととしたときは、この限りでない。 

   （経理責任者の設置等） 

  第９条 政務活動費の交付を受けている会派は、政務活動費に関する経理を的確に処理するため、

所属議員の中から経理責任者１人を置かなければならない。ただし、所属議員が１人である場合

は、当該議員がその職務を行うものとする。 

  ２ 交付対象議員は、交付を受けた政務活動費の経理を的確に処理しなければならない。 

   （政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

  第 10 条 政務活動費は、会派及び交付対象議員が行う政務活動（調査研究、研修、広報、広聴（市

民相談を含む。）、要請、陳情、各種会議の開催、各種会議への参加等市政の課題及び市民の意思

を把握し、その内容を市政に反映させる活動その他の住民の福祉の増進を図るために必要な活動

をいう。次項において同じ。）に資するため必要な経費に対して交付する。 

  ２ 政務活動費は、別表に定める政務活動に資するため必要な経費に充てることができるものとす

る。 

   （収入及び支出の報告等） 

  第 11 条 会派の代表者及び交付対象議員は、規則で定めるところにより、前年度の交付に係る政

務活動費の収入及び支出についての報告書（以下「収支報告書」という。）を作成し、毎年４月 30

日までに議長に提出しなければならない。 

  ２ 前項の規定により収支報告書を提出する場合においては、支出に係る領収書その他の支出を証

明する書類（以下「領収書等」という。）の写しを添えて、提出しなければならない。 

  ３ 議長は、前２項の規定による収支報告書及び領収書等の写し（以下「収支報告書等」という。）

の提出があったときは、速やかにその写しを市長に提出しなければならない。 

   （剰余金の返還） 

  第 12 条 会派の代表者及び交付対象議員は、交付された政務活動費に剰余金が生じたときは、規

則で定めるところにより、市長に返還しなければならない。 



   （交付の決定の取消し） 

  第 13 条 市長は、会派又は交付対象議員における政務活動費の支出がこの条例及びこの条例に基

づく規則の定めに違反したものであると認めたときは、当該交付の決定の全部又は一部を取り消

し、規則で定めるところにより、その旨を会派の代表者又は交付対象議員に通知するものとする。 

   （政務活動費の返還命令） 

  第 14条 市長は前条の規定により、政務活動費の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、

規則で定めるところにより、会派の代表者又は交付対象議員に期限を定めて、既に交付した政務

活動費の全部又は一部を返還するよう命ずるものとする。 

   （収支報告書等の閲覧等） 

  第 15 条 議長は、第 11 条第１項及び第２項の規定により収支報告書等が提出されたときは、規則

で定めるところにより、不開示情報（川崎市情報公開条例（平成 13 年川崎市条例第１号）第８条

に規定する不開示情報をいう。）が記録されている部分を除き、当該収支報告書等を一般の閲覧

に供しなければならない。この場合において、当該収支報告書等の写しの請求があったときは、

その写しを交付しなければならない。 

  ２ 前項の規定による収支報告書等の閲覧に係る手数料は、無料とする。 

  ３ 第１項の規定による収支報告書等の写しの交付を行う場合における当該写しの作成及び送付

に要する費用は、その写しを請求する者の負担とする。 

  ４ 第１項の規定により収支報告書等を閲覧し、又はその写しの交付を受けた者は、それによって

得た情報を適正に用いなければならない。 

   （準用） 

  第 16 条 第 11条から前条までの規定は、政務活動費の交付を受けている会派が解散し、所属議員

が１人である会派の当該所属議員が辞職し、失職し、死亡し、若しくは除名され、議会が解散し、

議員の任期が満了し、又は交付対象議員でなくなった場合について準用する。この場合において、

第 11 条第１項中「代表者」とあるのは「代表者であった者（所属議員が１人である会派の当該所

属議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他の一般承継人）」と、「交付対象議員」とあ

るのは「交付対象議員であった者（交付対象議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他

の一般承継人）」と、「前年度」とあるのは「会派が解散し、所属議員が１人である会派の当該所

属議員が辞職し、失職し、死亡し、若しくは除名され、議会が解散し、議員の任期が満了し、又

は交付対象議員でなくなった年度」と、「毎年４月 30 日までに」とあるのは「速やかに」と、第

12 条、第 13 条及び第 14 条の規定中「代表者」とあるのは「代表者であった者（所属議員が１人

である会派の当該所属議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他の一般承継人）」と、

「交付対象議員」とあるのは「交付対象議員であった者（交付対象議員が死亡した場合にあって

は、その相続人その他の一般承継人）」と読み替えるものとする。 

   （委任） 

  第 17 条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施のため必要な事項は、規則で定める。 

      附 則 

  この条例は、平成 13 年 4月 1 日から施行する。 

      附 則 略 

  別表（第 10 条関係） 

経費の区分 
支出できる経費 

内容 種類 

１ 調査研究費 会派又は交付対象議員が市の

事務、地方行財政等に関して調

査研究をするのに要する経費 

会場借上料、委託料、講師謝礼、

食糧費、印刷製本費、消耗品費、資

料購入費、旅費、バス等借上料、出

席負担金等 

２ 研修費 会派又は交付対象議員が研修

会を開催し、又は他の団体等が

開催する研修会に参加するのに

要する経費 

会場借上料、委託料、講師謝礼、

食糧費、印刷製本費、消耗品費、資

料購入費、旅費、出席負担金等 

３ 広報・広聴費 会派又は交付対象議員がその

活動若しくは市政について市民

会場借上料、印刷製本費、ホーム

ページ等製作費、食糧費、送料、旅



に広報し、又は市民の要望、意見

等の聴取若しくは市民相談を行

うのに要する経費 

費等 

４ 要請・陳情活動費 会派又は交付対象議員が国等

に対する要請又は陳情の活動を

行うのに要する経費 

印刷製本費、旅費等 

５ 会議費 会派又は交付対象議員が各種

会議を開催し、又は他の団体等

が開催する意見交換会等各種会

議に参加するのに要する経費 

会場借上料、委託料、食糧費、印

刷製本費、消耗品費、資料購入費、

旅費、出席負担金等 

６ 資料費 会派又は交付対象議員がその

活動に必要とする資料を購入

し、若しくは利用し、又は作成す

るのに要する経費 

印刷製本費、委託料、図書雑誌購

入費、新聞購読料、データベース利

用料等 

７ 人件費 会派又は交付対象議員がその

活動の補助者を雇用するのに要

する経費 

報酬・日当、交通費、社会保険料

等 

８ 事務費 会派又は交付対象議員がその

活動に係る事務を処理するのに

要する経費 

消耗品費、事務機器・備品等賃借

料、事務機器・備品等購入費、電話

料、送料等 

９ 事務所費 会派又は交付対象議員がその

活動に必要な事務所の設置及び

管理に要する経費 

事務所賃借料、維持管理費等 

３ 川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例施行規則（平成 13 年川崎市規則第 16号） 

   （趣旨） 

  第１条 この規則は、川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例（平成 13 年川崎市条例第 11

号。以下「条例」という。）の実施のため必要な事項を定めるものとする。 

   （用語） 

  第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

   （交付日） 

  第３条 条例第４条第１項の規則で定める交付日は毎月 10日とする。ただし、その日が川崎市の 

   休日を定める条例（平成元年川崎市条例第 16号）第１条第１項に掲げる市の休日（以下「休日」

という。）に当たるときは、休日の前日を交付日とする。 

  ２ 条例第４条第６項（ただし書を除く。）の規定により政務活動費を交付する場合にあっては、前

項の規定にかかわらず、市長が指定する日を交付日とする。 

   （政務活動費交付申請書及び政務活動費交付決定通知書） 

  第４条 条例第５条第１項の規定による申請は、政務活動費交付申請書（会派用）（第１号様式）又

は政務活動費交付申請書（交付対象議員用）（第１号様式の２）によるものとする。 

  ２ 条例第５条第２項の規定による通知は、政務活動費交付決定通知書（第２号様式）によるもの

とする。 

   （政務活動費交付申請事項変更届） 

  第５条 条例第６条の規定による届出は、政務活動費交付申請事項変更届（会派用）（第３号様式）

又は政務活動費交付申請事項変更届（交付対象議員用）（第３号様式の２）によるものとする。 

   （政務活動費増額交付申請書及び政務活動費増額交付決定通知書） 

  第６条 条例第７条第１項の規定による申請は、政務活動費増額交付申請書（第４号様式）による

ものとする。 

  ２ 条例第７条第２項の規定による通知は、政務活動費増額交付決定通知書（第５号様式）による

ものとする。 

   （政務活動費減額等決定通知書） 

  第７条 条例第８条第２項の規定による通知は、政務活動費減額等決定通知書（第６号様式）によ 



   るものとする。 

   （請求書の提出） 

  第８条 会派の代表者及び交付対象議員は、毎月、当該月分の政務活動費について、川崎市金銭会 

計規則（昭和 39 年川崎市規則第 31 号。以下「金銭会計規則」という。）第 82 条の規定により請 

求書を提出しなければならない。 

   （支出の手続及び書類の保存期間） 

  第９条 条例第 10 条に規定する経費の支出は、会派にあっては会派の代表者の決定を経て経理責 

任者が処理し、交付対象議員にあっては当該交付対象議員が処理するものとする。 

  ２ 経理責任者及び交付対象議員は、経費を支出したときは、領収書その他の支出を確認する書類 

（以下「支出確認書類」という。）を徴しなければならない。この場合において、支出確認書類を 

徴することができないときは、会派にあっては会派の代表者、交付対象議員にあっては当該交付 

対象議員が作成する支払証明書（以下「支払証明書」という。）をもってこれに代えることができ 

る。 

  ３ 経理責任者及び交付対象議員は、毎年度、会計帳簿を調製し、前項に規定する支出確認書類及

び支払証明書を整理した上、これらを収支報告書を提出した日の属する年度の翌年度の４月１日

から起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。 

   （政務活動費収支報告書） 

  第 10 条 条例第 11 条第１項の規定による収支報告書の提出は、政務活動費収支報告書（会派用） 

   （第７号様式）又は政務活動費収支報告書（交付対象議員用）（第７号様式の２）によるものとす 

る。 

   （剰余金の返還） 

  第 11 条 条例第 12 条の規定による剰余金の返還は、市長の発行する納付書により、速やかに行う 

   ものとする。 

   （交付の決定の取消通知） 

  第 12 条 条例第 13 条の規定により政務活動費の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、

取消しの内容及び理由を記載した書面により通知するものとする。 

   （返還命令） 

  第 13 条 条例第 14 条の規定による返還命令は、返還の期限その他必要な事項を記載した書面によ

り行うものとする。 

  ２ 条例第 14 条の規定による政務活動費の返還は、金銭会計規則第 52 条又は第 60 条の規定によ

り行うものとする。 

   （収支報告書等の閲覧等） 

  第 14 条 条例第 15 条第１項の規定による収支報告書等の閲覧は、政務活動費の交付を受けた日の

属する年度の翌年度の６月 30日から、議会局において休日を除く日の午前８時 30分から午後５

時まで行うものとする。 

  ２ 前項の収支報告書等を閲覧する者は、当該収支報告書等を汚損し、又は破損することがないよ

うにしなければならない。 

  ３ 条例第 15 条第３項に規定する収支報告書等の写しの作成及び送付に要する費用は、前納とす

る。 

   （準用） 

  第 15 条 第９条第３項及び第 10条から前条までの規定は、政務活動費の交付を受けている会派が

解散し、所属議員が１人である会派の当該所属議員が辞職し、失職し、死亡し、若しくは除名さ

れ、議会が解散し、議員の任期が満了し、又は交付対象議員でなくなった場合について準用する。

この場合において、第９条第３項中「経理責任者」とあるのは「経理責任者であった者（所属議

員が１人である会派の当該所属議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他の一般承継

人）」と、「交付対象議員」とあるのは「交付対象議員であった者（交付対象議員が死亡した場合

にあっては、その相続人その他の一般承継人）」と読み替えるものとする。 

     附 則 

   この規則は、平成 13年 4 月 1 日から施行する。 

     附 則 略 


